
令和元年１１月１１日

内閣官房行政改革推進本部事務局

説明資料

水道事業のＰＦＩの推進
・民間資金等活用事業調査等に必要な経費
・水道施設強靱化推進事業費
・水道行政強化拡充費
・給水装置データベース事業促進費
・水道施設整備事業調査費（水道施設整備事業調査諸費含む）
・水道施設等整備費（水道施設災害復旧費補助含む）
・官民連携等基盤強化支援事業
・水道の基盤強化方策推進事業
・水道水質管理向上対策費
・災害時初動対応支援体制強化事業費



１

水道事業の概要

水道用水
供給事業

○水道用水供給事業：取水から浄水処理を行い、水道事業者に水を供給する事業（９２事業※）
○水道事業：一般の需要に応じて、水道により水を供給する事業

・上水道事業：給水人口５，００１人以上に給水する計画の水道事業（１，３４７事業※ ）
・簡易水道事業：給水人口１０１人以上５，０００人以下に給水する計画の水道事業（３，５６１事業※ ）※平成２９年度末現在

○節水機器の普及や人口減少等により、有収水量は２０００年頃をピークに減少傾向にあり、２０５０年頃にはピーク時の約２／３程度まで減少する見通し

使用者

■水道事業の概略 ■給水人口と有収水量の推移と将来見込み

事業数

公営
私営
その他市町

村営
県営

一部事務
組合

上水道事業 1,347 1,277 5 56 9

簡易水道事業 3,561 2,885 1 11 664

水道用水
供給事業

92 5 41 46 0

■水道事業の事業者数

（出典）厚生労働省ＨＰ

（出典）平成２９年度水道統計（日本水道協会）、平成２９年度簡易水道統計（全国簡易水道協議会）

（出典）令和元年度第１回官民連携推進協議会の資料より抜粋（厚生労働省作成）



水道事業の現状と課題

２

我が国の水道は、９８％の普及率を達成し、これまでの水道の拡張整備を前提とした時代から既存の水道の基盤を確固たるもの
としていくことが求められる時代に変化。しかし、以下の課題に直面している。

現状と課題

①老朽化の進行
• 高度経済成長期に整備された施設が老朽化。年間２万件を超える漏水・破損事故が発生。
• 耐用年数を超えた水道管路の割合が年々上昇中（Ｈ２８年度１４．８％）。

②耐震化の遅れ
• 水道管路の耐震適合率は４割に満たず、耐震化が進んでいない（年１%の上昇率）。
• 大規模災害時には断水が長期化するリスク。

③多くの水道事業者が小規模で経営基盤が脆弱
• 水道事業は主に市町村単位で経営されており、多くの事業が小規模で経営基盤が脆弱。
• 小規模な水道事業は職員数も少なく、適切な資産管理や危機管理対応に支障。
• 人口減少社会を迎え、経営状況が悪化する中で、水道サービスを継続できないおそれ。

④計画的な更新のための備えが不足
• 約３分の１の水道事業者において、給水原価が供給単価を上回っている（原価割れ）。
• 計画的な更新のために必要な資金を十分確保できていない事業者も多い。

これらの課題を解決し、将来にわたり、安全な水の安定供給を維持していくためには、
水道の基盤強化を図ることが必要。



水道事業におけるＰＰＰ／ＰＦＩの現状

３

○ 一般的な業務委託 ⇒ ６２２水道事業者（１，７１４箇所）
（うち包括委託は、１４１水道事業者（４２７箇所））

○民間事業者のノウハウ等の活用が効果的な業務についての委託
・ 個別委託：施設設計、水質検査、施設保守点検、メーター検針、窓口・受付業務などを個別に委託
・ 包括委託：広範囲にわたる複数の業務を一括して委託

○ 第三者委託 ⇒ 民間事業者への委託：４６水道事業者（１９１箇所）
他の水道事業者（市町村等）への委託：１３水道事業者（１９箇所）

○浄水場の運転管理業務等の水道の管理に関する技術的な業務について、水道法上の責任を含め委託

○ ＤＢＯ（Design Build Operate）事業 ⇒ ７水道事業者（６箇所）
○地方自治体（水道事業者）が資金調達を負担し、施設の設計・建設・運転管理などを包括的に委託

（出典）令和元年度第１回官民連携推進協議会の資料より抜粋（厚生労働省作成）（平成２９年度時点）

ＰＰＰ／ＰＦＩの種類

水道事業のうち何らかの形でＰＰＰ／ＰＦＩを導入しているのは全体の約１４％。
しかし、コンセッションを導入しているのは現時点ではない。（検討を行っているのは３事業者）

○ コンセッション方式（公共施設等運営権方式）
○ＰＦＩの一類型で、利用料金の徴収を行う公共施設（水道事業の場合、水道施設）について、水道施設の所有権を地方自治体が
有したまま、民間事業者に当該施設の運営を委ねる方式

○ ＰＦＩ（Private Finance Initiative）事業 ⇒ ８水道事業者（１２箇所）
○公共施設の設計、建設、維持管理、修繕等の業務全般を一体的に行うものを対象とし、民間事業者の資金とノウハウを活用して

包括的に実施する方式



４

コンセッション事業等の政府方針
政府としては、従来より水道事業のコンセッション化を目指してきている。

第３章 経済再生と財政健全化の好循環 ２．経済・財政一体改革の推進等（２）主要分野ごとの改革の取組 ②社会資本整備
（ＰＰＰ／ＰＦＩの推進）
上下水道のコンセッションについて、関係府省庁が連携し、先頭に立って取組を開始する地方自治体を後押しするとともに、そのノウハウを横展開する。

経済財政運営と改革の基本方針２０１９（抜粋） 令和元年６月

２．ＰＰＰ／ＰＦＩ推進に当たっての考え方（１）基本的な考え方
新たなビジネス機会を拡大するとともに、公的負担の抑制を図り、経済・財政一体改革を推進するためには、様々な分野の公共施設等の整備・運営にＰＰＰ／ＰＦＩを

活用することが必要であり、とりわけ民間の経営原理を導入するコンセッション事業を活用することが重要である。
長期的な持続可能性が課題となっている上下水道等の生活関連分野にコンセッション事業を活用することで課題の克服に努める必要がある。

４．集中取組方針（１）目標設定の考え方
公共施設等の運営に民間の経営原理を導入する観点から、コンセッション事業を集中して推進することが必要である。

（２）重点分野と目標 ②水道
平成２６年度から平成３０年度までの集中強化期間中の数値目標については、事業実施に向けて具体的な検討を行っている段階の６件を達成した。ただし、６件のうち

実施方針の策定まで到達している案件はなく、また、平成３０年１２月に水道法の一部を改正する法律が成立したところであるため、引き続き重点分野とし、確実かつ合
理的なコンセッション事業とするための留意事項をガイドラインとして取りまとめる等の支援を行うことにより、実施方針の策定に向けてコンセッション事業の着実な導
入促進を図る。

ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和元年改訂版）（抜粋） 令和元年６月

広域化・共同化の検討状況、コンセッション事業の進捗状況

宮城県

大阪市 令和２年度に実施方針公表予定。

伊豆の国市 今年度民間事業者へマーケットサウンディングを実施本年１２月に実施方針公表予定。

コンセッション事業の進捗状況

広域化・共同化の検討状況

２０２２年度（令和４年度）末までに全ての都道府県において広域化・共同化に関する計画を策定



●経営基盤の強化を図るため、どのような取組を行っていくべきか。

●「広域化・共同化計画」については、都道府県が策定することと
しているが、国として、どのように取り組むべきか。

●ＰＦＩコンセッション導入を推進していくにあたり、どのような
取組を行っていくべきか。

５

主な論点
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